
輸出事業計画
※申請者名：株式会社大村屋酒造場、品目：日本酒

【現状】
• 1832年に日本酒の醸造、販売業として創業
• 1985年から国内最大手の日本酒輸出業者である商社と連携し
米国への輸出事業を開始、現在まで12か国への輸出実績あり

• 海外での日本酒需要は好調に推移しており、日本からの輸出金
額は2022年まで15年連続で過去最高額を更新。2024年は
約434.7億円とトレンドが継続

• 特に、海外ではプレミアム志向が強く、特徴の強い高価格帯の
商品が人気の傾向

• 実際に清酒の海外向けの出荷単価は10年前の2014年の平均
• 額704円/ℓから、2024年では1,400円/ℓと２培になっている

【課題】
（製造・加工）
• 築98年の工場は老朽化により衛生管理面やBCP対策に課題を
抱えており、米国FDAの基準を満たしていない

• 工場内の動線が複雑化し、製造工程の非効率化から増産要請を
断るなど大きな機会損失を招いている。また、温度管理が難しい
製造環境となっており、品質に影響を与えうるリスクを内包している

（物販・販売）
• 輸出実績の８割を占める米国において販売ルートが確立された州
は5州のみであり、内陸部への販路開拓が課題

• 輸入業者または製造業者、卸売業者、小売業者が別法人でなけ
ればいけない規定（3-Tier-System）があり、各州の卸売業者
への営業活動を実践したいが、人的リソースが限られており苦戦

様式２

１．輸出における現状と課題

（製造・加工）
• 製造過程のなかで外部環境と接する「ダーティーゾーン」と外部との接触が遮断された「クリーンゾーン」が分離された新工場
を建設し、米国食品安全規制法に規則される「意図的な食品不良の防止」を図ることのできる環境を整備

• 全ての工程が同一工場内で完結でき、かつ工程に沿った工場内レイアウトとすることで効率的な製造ラインを構築。加えて
空調設備が一新され、工程間の移動距離が大幅に短縮されることで、より香り高く、味わい深い日本酒を造ることができる

（物販・販売）
• 新工場建設により増加する生産量分は、これまで断っていた受注への対応や新たなマーケットへの販売に充当できる
• 製造工程の効率化によって捻出された人的リソースを営業活動にシフトすることで売上の最大化を図る
（商流）
• 事業計画期間後も現行の商流からの変更予定はないが、引き続き㈱岡永経由での各国への輸出増加を図っていく

２．輸出事業計画の取組内容

＜清酒の出荷単価の推移＞

＜日本酒輸出量・金額の推移＞



輸出事業計画
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様式２

４．輸出目標額

＜連携体制図＞

３．輸出事業計画の実証と見直しを行うためのPDCA実施体制

現状
（令和6年9月期）

目標
（令和11年9月期）

備考

輸出額（千円） 189,000 319,000 68.8％増

輸出量（kg） 127,897 216,000 68.9％増

輸出国

米国、韓国、台湾、カ
ナダ、シンガポール、香
港、ブラジル、英国、仏
国、ロシア、中国、オー
ストラリア

左記に加え、
フィリピン

輸出国数の増加よ
りも既存国に対する
輸出量増加に取り
組む

生産量/取扱量（kg） 172,231 360,000 109.0％増

地方銀行A 輸出商社B

地方銀行A

輸出商社B

経営コンサル
会社C

経営コンサル会社C

名称 役割

1 金融機関A

2 金融機関B

3 輸出商社C

・輸出部門主要取引先

⇒輸出先の振り分け

・海外需要調査、生産量アドバイス

・資金支援

・業績モニタリング

名称 役割

1 金融機関A

2 金融機関B

3 輸出商社C

・輸出部門主要取引先

⇒輸出先の振り分け

・海外需要調査、生産量アドバイス

・資金支援

・業績モニタリング

名称 役割

3
㈱アーク東海

（静岡県島田市）

・工場新設工事、レイアウト作成支援

・設備導入後モニタリング、改善アドバイス

4 日本名門酒会 ・品質管理委員会による外部評価

5
経営コンサル

会社C

・長期計画策定

・マーケット調査
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